瀬戸内市社会福祉協議会寄付つき商品プロジェクト実施要綱


（目的）
第1条 この要綱は、瀬戸内市社会福祉協議会（以下、「本会」という。）に対する企業・団体（以下、「企業等」という。）からの寄付のうち、寄付つき商品を企画・実施するにあたり、詳細を定めるものとする。

　（寄付つき商品を企画・実施する企業等について）
第2条 寄付つき商品を企画・実施する企業等は、次の各号すべてに適合してい
ることを要件とする。ただし、特に会長が認める場合はその限りではない。
（１）　瀬戸内市内に本社（本店）、支社（支店）、営業所、生産拠点を有する法人・団体、市内在住または市内で事業活動をおこなっている個人事業者。また、パフォーマンス等を提供する者については、主に当該活動を生業にする者。
（２）　寄付つき商品の品質、性能等に瑕疵があった場合、その瑕疵に責任
をもつことができる者。
（3） 　寄付つき商品の品質、性能等に対して苦情があった場合に、その苦
情に責任をもって誠実に対応できる者。

（寄付つき商品の基準）
第３条　寄付つき商品は、本会の公共性、社会的信用等を損なうおそれがない 
ものでなければならない。
２　寄付つき商品の内容が、次の各号に該当する場合は、本会は当該寄付つき 
商品を承認しない。
（１）　法令等に違反するとき又はその恐れがあるとき。
（２）　公序良俗に反するとき又はその恐れがあるとき。
（３）　政治性又は宗教性があるとき。
（４）　寄付額が年間１０，０００円程度見込めないとき
（５）　その他瀬戸内市社会福祉協議会会長（以下、「会長」という。）が適当
　　でないと認めるとき。
３　寄付つき商品を企画・実施する企業等が次の各号に該当する場合は、本会は当該寄付つき商品を承認しない。
（１）　公序良俗に反する事業を実施しているとき。
（２）　瀬戸内市暴力団排除条例(平成２３年瀬戸内市条例第３２号)第２条第１号及び第２号に規定する暴力団または暴力団員等及びこれらの者と密接な関係を有する者が所属する団体に所属しているとき。
（申込み）
第４条　寄付つき商品の販売を希望する企業等（以下、「申込者」という。）は、 
本会に対し、登録申請書（様式第１号）を提出する。

（決定等）
第５条　会長は、前条の申込書を受理した場合は、寄付つき商品の適性及び企画内容について審査し、実施の可否を決定する。
２　前項で決定した結果は、決定通知書（様式第１－２号）および却下通知書（様式１－３号）により、申込者に通知する。
３　前項の通知書により実施が決定した申込者と本会は、覚書（様式第２号）を締結する。

（報告等）
第６条　寄付つき商品の決定を受けた企業等は、覚書の内容に従い、報告書（様 式第３号）の提出及び寄付金の送金を行うものとする。

（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか、寄付つき商品に関して必要な事項は、会長が別に定める。
	

附　則
この要綱は、令和８年７月１日より施行する。
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